
テレワーク活用による働き方改革促進事業業務委託 

企画提案コンペ参加仕様書 

 

１ 企画提案コンペの目的 

 本事業では、テレワークの導入等を検討する県内の中小企業・小規模事業所等を対象と

し、テレワーク導入に関する基礎的な知識を習得する機会を創出することで、テレワーク

を活用した働き方改革の促進を目的とします。 

具体的には、経営者や担当者等が、テレワーク導入に向けてのプロセスや導入事例を学

ぶことのできる動画を作成するとともに、動画を活用した入門研修を実施し、県内中小企

業等におけるテレワークに関する基礎的な知識の学習を支援します。 

さらに、入門研修に合わせて、導入を検討する企業同士や導入をサポートする企業（IT

企業やコワーキングスペースを運営する企業等）の交流会を開催し、必要な機器やシステ

ム、オフィススペース等の情報収集や、企業同士の学び合いができる機会を提供します。 

 

２ 委託業務の内容 

（１）委託業務名    テレワーク活用による働き方改革促進事業業務委託 

（２）委託期間     契約締結日から令和４年３月１８日まで 

（３）委託業務の内容  別添「テレワーク活用による働き方改革促進事業業務委託 仕様

書」のとおり 

 

３ 委託上限額 

３，２９７，３６０円【消費税及び地方消費税（税率 10％）を含む】 

 

４ 参加条件 

次に掲げる条件をすべて満たした者とします。 

（１）当該企画提案コンペに係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得

ない者でないこと。 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第 32 条

第１項各号に掲げる者でないこと。 

（３）三重県建設工事等資格（指名）停止要領により資格（指名）停止を受けている期間

中でない者であること。 

（４）三重県物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている期間中であ

る者又は同要綱に定める落札資格停止要件に該当する者でないこと。 

（５）三重県が賦課徴収する県税並びに消費税及び地方消費税について未納のない者であ

ること。 

別紙１ 



（６）委託業務の履行について、綿密な連絡及び迅速な対応ができ、要請によりすみやか

に対処できる者であること。 

 

５ 企画提案コンペの実施方法 

提案者は、６に定める企画提案資料を提出期限までに提出してください。 

三重県は、本仕様書に基づき提出された企画提案資料を、別に設置する「テレワーク活

用による働き方改革促進事業業務委託企画提案コンペ選定委員会」において審査を行い、

総合的に評価して最優秀提案を選定します。 

（１）提出期限  令和３年６月９日（水）１５時【必着】 

（２）提出場所  〒５１４－８５７０ 三重県津市広明町１３番地 三重県庁８階 

  三重県雇用経済部 雇用対策課 働き方改革・勤労福祉班 

（３）提出方法  上記提出場所に持参又は郵送による送付 

（電子メール又はＦＡＸでの提出は不可） 

（４）受理の確認 企画提案書を郵送で提出する場合は、提出期限までに雇用対策課に到

着するよう投函し、電話にて雇用対策課に書類受理の確認をしてくださ

い。 

（５）第１次審査（適否評価）の実施 

実施日時 令和３年６月９日（水） 

（ただし申込数が少ない場合は、第１次審査を省略することがあります。） 

（６）第２次審査の実施 

実施日時 令和３年６月１６日（水）午後（予定） 

※プレゼンテーションの詳細は、事前に提案者へ、企画提案資料記載の連絡先へフ

ァクシミリ又は電子メールにて連絡します。 

※提案者によるプレゼンテーションの実施については、新型コロナウイルス感染症

の状況によっては、書面審査又は Web 会議システムを利用して実施する場合があ

ります。 

（７）企画提案書の終了後の取扱い 

提出された各企画提案資料の返還はいたしません。 

（８）企画提案書の審査結果について 

審査の結果は、最優秀提案者を決定した後、提案したすべての者に対して速やかに

通知します。 

 

６ 提出を求める企画提案資料の内容 

下記の（１）～（４）を１セットとし、９部（正本１部、副本８部）提出してくださ

い。また、（５）については、１部提出してください。 



（１）企画提案書 

原則Ａ４版・20 頁程度・文字サイズ１２ポイント以上で、様式は自由とする（長辺側 

を綴じてください）。 

なお、仕様書に記載されている内容は最低限実施するものであり、企画提案書には、

その内容をもとに可能な限り具体的な提案を企画書にまとめて提出してください。 

最優秀提案を提案いただいた事業者とは、企画提案書に記載された内容をもとに、協

議のうえ委託契約を締結します。 

＜企画提案書記載内容＞ 

業務実施の基本方針と業務の全体的な企画提案を記載してください。 

①事業実施にあたっての基本的な考え方 

 三重県内の中小企業・小規模事業所等における、テレワークをはじめとする多様

な働き方の実現に関して、課題認識や見識等について考え方をご記載ください。 

②テレワーク導入ガイド動画について 

  動画の作成に関して、基本的な企画をご提案ください。 

  具体的には、動画に含まれる内容、動画のシナリオ作成にあたり工夫や配慮する

こと、撮影方法、撮影スケジュールについて必ずご記載ください。 

③テレワーク入門研修・交流会の実施について 

入門研修・交流会の企画概要をご提案ください。そのうえで、研修については、

研修テーマ及び研修の目的・ゴール、研修の実施方法等についてご記載ください。

また、参加者の集客にあたり工夫することについてもご記載ください。なお、研修

は②で作成した「テレワーク導入ガイド動画」を活用する内容としてください。 

交流会については、開催案等、具体的な取組をご記載ください。また、参加者の

集客にあたり工夫することについてもご記載ください。 

なお、入門研修・交流会を開催するにあたり、新型コロナウイルス感染症対策と

して講じる措置について、ご記載ください。 

 

（２）委託業務の執行体制 

①業務実施スケジュール(工程表) 

②業務体制 

（３）見積書 

     委託事業の対象となる事業費は、本業務を実施するために必要な経費のうち、受託

事業者の通常業務と区分して経理することが可能な経費とします。見積書の作成にあ

たっては、事業費及び消費税がわかるように区分して作成願います。 

（４）参考資料 

その他、企画提案に関する有効な資料や団体概要及びパンフレット等、過去３年間



に同様の事業に取り組んだ実績がある場合は、可能な限りその資料を添付してくださ

い。 

（５）企画提案コンペ参加資格確認申請書（第１号様式） 

 

７ 最優秀提案を選定するための評価基準 

以下の項目により、総合的に評価して選定します。 

（１）目的合致 

委託目的と提案内容が合致し、目的達成のために、具体的かつ効果が高い内容が提

案されているか。 

（２）企画性 

事業を行うにあたって、テレワークをはじめ多様な働き方に関する必要な見識を有

した上で、提案内容が県内中小企業・小規模事業所等におけるテレワーク導入ための

知識の習得や理解につながるものであり、成果に結びつく内容であるか。 

（３）実行性 

企画が確実に実行できる体制が整備され、業務配分やスケジュール管理が適切に計

画されているか。 

（４）専門性 

業務の実施において、テレワークや働き方改革に関する専門的な知識や実績を有し

ているか。作成する動画や研修の内容に関して、専門的な見地から提案され、専門性

の高い内容が計画されているか。また、専門的な知識に基づいて、県内企業における

課題や今後の必要な取組についての見解を有しており、それが提案に反映されている

か。 

（５）経済性 

   事業の実施に必要な経費が事業内容から見て適切に見積もられているか。 

 

８ 企画提案書の内容についての質問の受付及び回答 

（１）質問の受付期間 

令和３年５月２４日（月）正午 まで 

（２）質問の提出 

質問は文書（書式自由、ただし規格はＡ４版）にて行うものとします。質問する場合

は、項目16に記載の担当部局まで、持参、ファクシミリ、電子メールのいずれかの方法

で提出してください。ファクシミリ、電子メールの場合は電話にて着信の確認を行って

ください。 

なお、質問文書には組織名の他、回答を受ける担当窓口の部課名、氏名、電話及びフ

ァクシミリ番号、電子メールアドレスを明記してください。 



（３）質問の内容 

   質問は、原則として、当該委託業務にかかる条件や応募手続的な事項に限るものとし、

企画内容に関する照会にはお答えできませんのでご了承ください。 

（４）質問に対する回答 

提出いただいた質問に対しては、電子メール、ファクシミリ、電話等のいずれかによ

り回答します。また、５月２５日（火）までに本企画提案コンペ公告（本ＨＰ）にて掲

載します。 

 

９ 委託契約締結に関する事項 

（１）最優秀提案者に提出を求める資料の内容 

最優秀提案者と契約条件及び業務実施内容を協議のうえ、委託契約を締結します。 

なお、最優秀提案者との契約締結時には、下記の納税証明書及び納税確認書が各１部

必要になります。 

※①、②にあっては、新型コロナウイルスの影響により税務署等の関係機関に納税（徴

収）猶予制度を受けるために申請したことで、締切日時までに納税証明書等の提出（提

示可）ができない場合は、申立書（別添）を提出（ＦＡＸ又はメール可）してください。 

① 消費税及び地方消費税についての「納税証明書（未納税額のない証明用）」（所

管税務署が過去６月以内に発行したもの）の写し 

② 三重県に本支店又は営業所等を有する事業者にあっては「納税確認書」（三重県

の県税事務所が過去６月以内に発行したもの）の写し 

（２）契約方法に関する事項 

① 契約条項は、三重県雇用経済部において示します。 

② 契約保証金は、契約金額の１００分の１０以上の額とします。ただし、会社更生

法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申し立てをしてい

る者若しくは申し立てをされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第

21条の規定による再生手続開始の申立てをしている者若しくは申立てをされてい

る者（以下これらを「更生（再生）手続中の者」といいます。）のうち三重県建設

工事等入札参加資格の再審査に係る認定を受けた者（会社更生法第199条1項の更生

計画の認可又は民事再生法第174条1項の再生計画の認可が決定されるまでの者に

限ります。）が契約の相手方となるときは、納付する契約保証金の額は、契約金額

の１００分の３０以上とします。 

また、三重県会計規則（平成18年6月16日三重県規則第69号、以下「規則」とい

う。）第７５条第４項各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除します。

ただし、規則第７５条第４項第１号、第２号又は第４号に該当するときを除き、更

生（再生）手続中の者については、契約保証金を免除しません。 



なお、契約保証金の免除を判断するため、過去３年の間に当該契約と規模をほぼ

同じくする契約を締結し、当該契約を履行した実績の有無を示す証明書をご提出い

ただく場合があります。 

③ 契約書は２通作成し、双方各１通を保有します。なお、契約金額の表示は、消費

税等を内書きで記載するものとします。 

④ 契約は、三重県雇用経済部において行います。 

 

10 監督及び検査 

監督及び検査については、契約条項の定めるところによります。また、履行確認は、委

託業務完了後において別途指示する日時において実施します。 

 

11 委託料の支払い 

（１）委託料の支払いは、委託業務が完了し、履行確認が行われた後に行うものとします。 

（２）上記にかかわらず、本業務を実施するにあたり必要がある場合には、概算払いをす

ることができることとします。 

 

12 見積及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨 

 日本語及び日本国通貨に限ります。 

 

13 暴力団等排除措置要綱による契約の解除 

契約締結権者は、受注者が「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要

綱」第３条又は第４条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札

資格停止措置を受けたときは、契約を解除することができるものとします。 

 

14 不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

（１）受注者が契約の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による

不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとします。 

① 断固として不当介入を拒否すること。 

② 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

③ 発注所属に報告すること。 

④ 契約の履行において、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介

入を受けたことにより工程、納期等に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある

場合は、発注所属と協議を行うこと。 

（２）契約締結権者は、受注者が（１）②又は③の義務を怠ったときは、「三重県の締結

する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関



係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止等の措置を講じます。 

 

15 その他 

（１）企画提案に要する費用の負担 

提案者の負担とします。 

 

（２）その他特記事項 

① 応募書類等に記載された個人情報については、当業務委託の目的以外の目的で

使用することはありません。 

② 提出いただいた提案資料については「三重県情報公開条例」に基づき情報公開

の対象となります。 

③ 契約にあたり、原則として再委託は認めません。ただし、契約業務の一部を委

託する場合について、三重県の承諾を得た場合はこの限りではありません。 

④ 委託業務の実施にあたっては、実施内容を三重県雇用経済部雇用対策課と協議

しながら進めるものとし、必要に応じて業務打ち合わせを行うものとします。 

⑤ その他必要な事項は、「三重県会計規則」の規定によるものとします。 

⑥ 本仕様書に記載のない事項について疑義のある場合は、その都度協議のうえ決

定することとします。 

 

16 担当部局 

〒５１４－８５７０ 三重県津市広明町１３番地 

三重県雇用経済部雇用対策課 働き方改革・勤労福祉班 担当：輪野、田中 

ＴＥＬ：０５９－２２４－２４５４  ＦＡＸ：０５９－２２４－２４５５ 

Ｅ-mail：koyou@pref.mie.lg.jp 


